

















い計三二一点という移管点数となった （表１） 。 書架延長に換算すると、棚板九〇センチ幅の標準的な書架で法人本部の業務組織分が約一五段
　
今年度の選別作業においては、平成三一年四月の新研究科発足とい
う日程を控え、特に関係する部局担当者からは、業務参考とするためファイルの保存期限を延長したいという要望が多かったという印象である。何か新規案件が生じる場合、関連文書はできるだけ手許に置いておきたいという は当然の感覚と思われ、そのため移管点数に例年と異なる濃淡が生じることもある。移管点数について 、毎年内閣府公文書管理課より照会される各年度 特定歴史公文書等 保存及び利⽤の状況調査において、前年との差異に関する問合せを受けることがあるが、個別的にはこうした事情により減少することもあるというのが現場の実情である。　
なお、昨年度の本報告後に受入れたファイルについて記しておきた














新は、ベンダーの担当者が半年のうちに 人までも途中交代し、積み重ねてきたはずの合意事項が継承されていないことが判明するなど、いくつかのハプニ グを経て、当初予定より約一カ 半遅 て平成三〇年一〇月二〇日にリリースの運びとなった。本システムは、システムと称しているものの、全学情報共有基盤システムのグループウエアをカスタマイズした で アプリケーションの一種である。今回の改修は、最初の契約に記載されていた機能が本体のバージョンアップを重ねるうちに使⽤できなくなるなど、実際には使えない場面が頻発していたとい のが一義的な理由であり、ベンダー側の申し出によりスタートし 。本体 バージョンアップに伴う開発であるため、新規の費⽤負担はなくメン ナンスの範囲内で行われた。現行 法人文書管理システムは、平成二一年に本格稼働を開始しており、ほぼ一〇年近く歴代担当者の工夫による運⽤で不自由を凌ぎ、事なきを得てい
たというのが実態であった。　
改修作業は、打合わせだけでも二カ月に一度の定例会一〇回、通信
によるＷＥＢ会議一八回を数え、その間各動作についてプロトタイプでの確認、実際の環境に近いテスト環境での確認など多くの時間を要した。傍ら、文書館における通常業務である文書選別移管作業、文書館公開講座「我が家の近代史」第三 同窓会大会 運営に係る事務、外部評価報告書の資料作成及び編集作業、公文書管理研修報告書の編集発行、内部監査業務等を抱え、さらに年度末の業務過多な時期に次年度の 令などの人事関係、予算執行、出張報告などの業務を全て一人でこなさなければならない状況が出来し 振り返ってみてかなり過酷な労働環境での対応であったと思う。　
こうして改修された新システムの主な変更点をまとめたものが図１
である。本来可能なはず 機能 文書」 移動がようやく実現したほか、複製もしく 「引⽤」による作成が新機能として加わった。また、背表紙に相当する「文書ファイル」の作成においても複製が可能となり 文書管理の更な 効率化が期待される。これらの変更点については、次節に述べる公文書管理研修（基礎編）において説明を行った。受講者からは、年度初めに説明会を った方がよ との意見が寄せられており、今後の課題である。　
ただし、本「システム」は、従前よりマニュアルを自前で作成しな








  【文書ファイルの登録画面】    【登録後の画面】




















































































もに監査室及び総務グループと実施しており、平成二六年度以来文書館長及び公文書室長の二名が監査担当者として指名を受け担当してきた。この体制は、監査室、総務グループとも少なくとも四名以上の複数名で対応しているのに対し 少人数のため例年参加不能な日程が生じていた。平成三〇年度については、 公文書室長一名での対応ながら、延べ一一日、一八回にわた 全日程に対応することができた。　
今年度は、昨年度に引き続き平成二七年度以来二巡目の訪問であっ
た。三年ぶりに訪問することとなった各業務組織は、特に法人本部と部局との人口密度の差がより一層大きく感じられ 空き空間を抱える部局に監査担当者が驚くという場面も見られ 。新研究科の最前線なる支援室においては、 新し 執務スペースが⽤意さ いるものの、実際に動き出してみないとわからな という緊張感に包まれ いるという印象であった。組織を改編することが短期間 重なり 全体的にどことなく疲労が感じられると うのが今年度の感想である。　
法人文書管理に関する項目の一つに、本学が設定する重要度に沿っ
て適切に保管されているかを尋ねるものがあ 、四段階が設定されている重要度のうち、重要度Ⅳ、Ⅲの法人文書ファイルについて保存状況を確認している。しかし、基準表に基づく重要度と、文書管理にお



























































ける感覚的な重要度とが必ずしも一致しないことが多いというのが現実であ 。 「法人文書ファイル保存要領」は、重要度Ⅲにおいては無人時に施錠がなされる部屋で鍵のかかる鉄庫等で保存、重要度Ⅳにおいては、さらに金庫等で保存することと規定している。内部統制のための監査という意味合いにおいては、規則に基づく運⽤を求める必があるものの、鍵のかかる鉄庫がないなどの制約が 在することも考慮する必要がある。日常に取り紛れ ちな文書管理業務について改めて規則等を確認し 認識を新たにしてもらう機会とすることが大切である。文書選別・移管作業と組み合わせ ことにより、文書管理の質の向上につながる監査業務となるよう務めたい。五
　
その他の業務実績








において、一年に一回、例えば「文書整理週間」を設定することが例示されたことに伴うもので 法人文書選別・移管作業 行う時期に併せて設定し 。規則改正を行って ないため、業務の根拠がないとみなされ周知等の手段がなかった が実態であるもの 、これ以上の業務負担を増やさず文書管理の 善につなげていくよう 工夫したいと考えている。　
最後に、沖縄県公文書館の見学について触れておきたい。第四四回
全国歴史資料保存利⽤機関連絡協議会沖縄大会に参加し その翌日特別に施設見学をさせていただいた。丁寧にご対応いただいたこと、めて感謝申し上げたい。沖縄県公文書館は、公益財団法人沖縄県文化振興会が指定管理者として業務 担っている。職員 方々の並々ならぬ奮闘努力 館を支えていることは言うまでもないが、沖縄県 事業として公文書館 運営維持されれば、さらに一歩進んだ公文書管理展開できるのではないかという声も聴かれ 組織のあり方は その土地地域に応じた形で表れるものと思うが、今一度日本 公 館の
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あり方について、沖縄の例も踏まえて考える必要があるのではないだろうか。広島大学文書館の場合、国立大学法人という組織のアーカイブズとして一つの区切りを迎え、可能性と同時にその限界も示す歩みが明らかになるであろう。
（
むらかみ
　
じゅんこ
・広島大学文書館）
